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資 料１－１国 ・ 道 ・ 市 町 村 の 役 割 分 担 の 現 状 （ 主 な も の ）

〔国の専掌分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【外 交】

【防 衛】

【通 貨】

【度量衡】

【金融・資本市場】

【公定歩合】

【国 籍】

【税関・出入国管理】

【司法（裁判所 】）

【検 察】

【刑務所】

【郵 便】

【電波監理】

【気象観測】

〔総務等分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【国際交流・海外渡航】

○外交政策上の経済協力、 ○自治体独自の国際交流、 ○自治体独自の国際交流、 ○自治体独自の国際交流、

文化交流、国際連合等の 国際化施策の実施 国際化施策の実施 国際化施策の実施

機関への協力等 ○旅券の発給

（本庁及び13支庁で実施）

【防 災】

○防災基本計画の作成 ○道地域防災計画の作成 ○市地域防災計画の作成 ○市町村地域防災計画の作成

○災害応急・復旧対策を行 ○災害応急・復旧対策の実施 ○災害応急・復旧対策の実施 ○災害応急・復旧対策の実施

う自治体への財政援助等

【消 防】

○消防職員の教育訓練の ○消防職員の教育訓練の ○消防機関の設置・運営 ○消防機関の設置・運営

実施（消防大学校） 実施（消防学校）
○消防施設等の整備に対す ○非常事態時の応援の措置

る一部補助（1/3) 要求

【交通・運輸】

○鉄道事業の許可

○旅客自動車運送事業(乗合

ﾊﾞｽ,貸切ﾊﾞｽ,ﾀｸｼｰ)の許認可

○海上運送事業の許認可

○航空運送事業の許可

○地方バス路線維持への ○地方バス路線維持への ー ○地方バス路線維持への

補助 (1/2～1/3) 補助 (1/2～1/3) 補助 (0～1/3)

○離島航路への欠損補助、 ○離島航路への運賃割引補 ー ○住民への運賃助成等

離島航空路線航空機の 助、離島航空路線への （単独事業）

購入補助等 欠損補助等（単独事業）

【土地利用】

○国土利用計画（全国）の ○国土利用計画（道）の作成 ○国土利用計画(市)の作成 ○国土利用計画(市町村)の

作成 作成

○土地売買等の届出審査（支 ○土地売買等の届出審査、 ○土地売買等の届出受理、

庁で実施 、勧告等 勧告等 道への送付）

○ゴルフ場開発規制（要綱）
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〔環境・生活分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【環境保全】

○法に基づく環境影響評価 ○条例に基づく環境影響評価 ○条例に基づく環境影響評価

（土地形状の変更、工作物 （法対象事業以外）

の新設等） ○自然環境保全のための特定

開発行為の許可（条例）
（1ha以上のｺﾞﾙﾌ場、ｽｷｰ場

の建設、宅地の造成等）

（20ha未満は支庁で実施）

【公害防止規制】

○ばい煙、粉じん発生施設に ○ばい煙、粉じん発生施設に

係る届出の受理 係る届出の受理

（支庁で実施） （政令市、中核市、当該法

の政令市４市）

○汚水等排水施設に係る届出 ○汚水等排水施設に係る届出

の受理 の受理 （政令市、当該法

（支庁で実施） の政令市２市 ）

○騒音・振動・悪臭規制地域 ○騒音・振動・悪臭規制地域

、規制基準値の設定 、規制基準値の設定

（ 、 、 ）（支庁で実施） 政令市 中核市 特例市

○騒音・振動・悪臭発生施設 ○騒音・振動・悪臭発生施設

に係る届出の受理 に係る届出の受理

○ダイオキシン発生施設に ○ダイオキシン発生施設に

係る届出の受理 係る届出の受理

（支庁で実施） （政令市、中核市）

【廃棄物処理】

○一般廃棄物処理施設（市町 ○一般廃棄物の処理 ○一般廃棄物の処理

村設置）の届出受理 （施設整備に国の補助 （施設整備に国の補助

保健所設置市に 1/3～1/4 ） 1/3～1/4 ）

係るものを除く ○一般廃棄物処理業の許可 ○一般廃棄物処理業の許可

○一般廃棄物処理施設の許可 ○一般廃棄物処理施設の許可

（市町村設置以外のもの） （同 左）

（保健所設置市）

○産業廃棄物処理業の許可、 ○産業廃棄物処理業の許可、

産業廃棄物処理施設の許可 産業廃棄物処理施設の許可

（支庁で実施） （保健所設置市）

○合併処理浄化槽の整備

（国補助 1/3)

【自然公園】

○国立公園・国定公園の ○道立自然公園の指定(条例)

指定

○国立公園内の利用行為等 ○国定公園、道立公園内の

の許可 利用行為等の許可

（支庁で実施）

【自然環境保全】
○法に基づく自然環境保全 ○道自然環境保全地域の指定

地域の指定、利用行為等 、利用行為等の許可(条例)

の許可 ○環境緑地保護地区及び記念 ○環境緑地保護地区及び記念 ○環境緑地保護地区及び記念

保護樹木の指定（条例） 保護樹木に係る行為届出の 保護樹木に係る行為届出の

受理 受理

（ ） （ ）道から市町村に権限移譲 道から市町村に権限移譲
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【鳥獣保護・狩猟】

○狩猟鳥獣の指定

○猟法、区域、区間等の ○道内における右の追加 ○駆除を目的とした鳥獣の ○駆除を目的とした鳥獣の

指定 ○狩猟免状、狩猟者登録証の 捕獲許可（ｶﾗｽ等） 捕獲許可（ｶﾗｽ等）

交付 （道から市町村に一部権限 （道から市町村に一部権限
○国設鳥獣保護区の設定 ○道設鳥獣保護区の設定 移譲） 移譲）

【みどり環境づくり】

○みどり環境づくりの普及 ○みどり環境づくりの普及 ○みどり環境づくりの普及

啓発、緑化事業等の実施 啓発、緑化事業等の実施 啓発、緑化事業等の実施

【上水道】

○給水人口５万人超えの ○給水人口５万人以下の ○水道事業の経営 ○水道事業の経営

水道事業の認可 水道事業の認可 （施設整備に国の補助 （施設整備に国の補助

1/2～1/4 ） 1/2～1/4 ）

○専用水道の確認 ○専用水道の確認

(保健所設置市)

【消費生活相談】

○消費生活相談窓口の設置 ○消費生活相談窓口の設置 ○消費生活相談窓口の設置 ○消費生活相談窓口の設置

（各省庁） （消費生活センター及び （札幌市を含め117の市町村に設置）

13相談所）

【消費生活協同組合】

○都道府県の区域を超える ○道内を区域とする消費生活

消費生活協同組合の認可 協同組合の認可

（支庁で実施）

【ウタリ振興】

○自治体の実施する事業へ ○ウタリ子弟の修学支援等 ○生活館の運営 ○生活館の運営、生活環境

の補助等 （国1/2) ○市町村の実施する事業への (政令市は国 1/2、市 1/2) 施設の整備事業等の実施

補助 （道 1/4（政令市分 （市町村 1/4 )

を除く)）

【文化振興】

○文化振興施策の実施 ○文化振興施策の実施 ○文化振興施策の実施

【青少年施策】

○健全育成施策の実施 ○健全育成施策の実施 ○健全育成施策の実施

【女性施策】

○男女共同参画に係る啓発 ○男女共同参画に係る啓発 ○男女共同参画に係る啓発 ○男女共同参画に係る啓発

活動等の実施 活動、推進のための事業等 活動、推進のための事業等 活動、推進のための事業等

の実施 の実施 の実施

【交通安全対策】

○自治体の交通事故相談所 ○交通安全運動の実施 ○交通安全運動の実施 ○交通安全運動の実施
の経費等に対する補助 ○交通事故相談所の設置

（５カ所）
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〔保健分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【医 療】

○医療法人の設立認可

○病院開設の許可 ○病院開設の許可

（保健所で実施） （道から保健所設置市へ

権限移譲）
○保健医療福祉圏の設定

（医療提供体制の整備）

１次圏 ２１２圏域

２次圏 ２１圏域

３次圏 ６圏域

【高齢者】

○市町村の保健事業費用の ○市町村(政令市を除く)の ○健康手帳の交付 ○健康手帳の交付

一部負担 (1/3) 保健事業費用の一部負担 ○健康相談・教育、訪問指導 ○健康相談・教育、訪問指導

(1/3) ○検診、機能訓練 ○検診、機能訓練

○老人医療費の公的負担 ○老人医療費の公的負担 ○老人医療費の公的負担 ○老人医療費の公的負担

（保険者42/60、国12/60） （政令市を除き3/60） （政令市は6/60） （3/60）

○市町村の老人医療給付事業 ○医療給付 ○医療給付

65歳以上70歳未満への補助(

（道単独）の老人対象)

【母 子】

○市町村の検診費用の一部 ○市町村(政令市を除く)の ○母子健康手帳の交付 ○母子健康手帳の交付

負担(1/3) 検診費用の一部負担(1/3) ○保健指導 ○保健指導

○訪問指導(妊産婦、新生児) ○訪問指導(妊産婦、新生児)

○検診（妊産婦、乳幼児、 ○検診（妊産婦、乳幼児、

１歳６か月児、３歳児） １歳６か月児、３歳児）

○市町村の母子家庭等医療 ○母子家庭等医療給付 ○母子家庭等医療給付

（ ）給付事業への補助 道単独

【児 童】

○道の医療給付等の費用の ○育成医療給付（国負担1/2) ○ 同 左 （政令市）

一部負担、補助 ○小児慢性疾患医療給付 ○ 同 左 （政令市）

（国補助1/2)

○市町村の乳幼児医療給付 ○乳幼児医療給付 ○乳幼児医療給付

事業への補助（道単独）

【障害者】

○市町村の ○重度心身障害者医療給付 ○重度心身障害者医療給付重度心身障害者医療

（ ）給付事業への補助 道単独

【結 核】

○道の支弁費用の一部負担 ○従業禁止、結核病院への ○ 同 左 （政令市） ○健康診断、予防接種の実施

入所命令

○医療費負担( ○ 同 左 （政令市）国負担3/4～1/2)

【感染症】
○道の支弁費用の一部負担 ○感染患者の移送、消毒命令 ○ 同 左 （政令市） ○知事の指示による消毒、

○医療費負担（国負担1/2) ○ 同 左 （政令市） ねずみ等の駆除

【精 神】

○医療費の公費負担の一部 ○措置入院 ○ 同 左 （政令市）

の負担、補助 ○医療費に係る公費負担 ○ 同 左 （政令市）

（国負担3/4～1/2)
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【調理師・栄養士の免許】

○調理師・栄養士養成施設 ○調理師試験の実施

の指定 ○調理師・栄養士の免許交付

【食品衛生】
○食品関係営業施設の許可、 ○食品関係営業施設の許可、

監視、指導（食中毒事件の 監視、指導（食中毒事件の

ときの緊急対応含む） ときの緊急対応含む）

（保健所で実施） （保健所設置市）

【環境衛生】

○理容師・美容師の試験、 ○理容所、美容所、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ ○理容所、美容所、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

免許 所の開設届の受理 所の開設届の受理

（保健所で実施） （保健所設置市）

○興行場、旅館、公衆浴場の ○興行場、旅館、公衆浴場の

開設許可 開設許可

（保健所で実施） （保健所設置市）

【医薬品等の規制】

○医薬品等製造業等の許可 ○医薬品等製造業等の許可、、

製造の承認 製造の承認（一部知事への

委任）

○薬局開設・医薬品販売業の ○医薬品販売業の許可

許可（保健所で実施） （保健所設置市）

〔福祉分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【年 金】

○年金制度の運営・管理

（厚生年金、国民年金、

船員年金、共済年金）

（社会保険事務所）

【医療保険】

○保険制度の運営・管理 ○国民健康保険の実施 ○国民健康保険の実施

（社会保険、船員保険、

、 ）共済組合 国民健康保険

○市町村に対する国保財政

の調整交付金の交付

○国保財政基盤安定対策費 ○国保財政基盤安定対策費の ○国保財政基盤安定対策費の ○国保財政基盤安定対策費の

の一部負担(1/2) 一部負担(1/4) 一部負担(1/4) 一部負担(1/4)

【社会福祉法人・施設】

○２以上の都道府県におい ○１の都道府県において事業 ○政令市の区域において事業

て事業経営する社会福祉 経営する社会福祉法人の 経営する社会福祉法人の

法人の設立認可 設立認可、社会福祉施設の 設立許可、社会福祉施設の
設置許可（支庁で実施） 設置許可 （政令市）

【高齢者】

○老人福祉施設運営費負担 ○老人福祉施設運営費負担 ○老人福祉施設運営費負担 ○老人福祉施設運営費負担

（1/2) （1/4) （政令市は1/2) （1/4)

(政令市分を除く)
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

○道、市町村の福祉事業の ○老人クラブ運営への補助 ○老人クラブの運営 ○老人クラブの運営

費用の一部補助 (国1/3、道1/3 (政令市は国1/2、市1/2) (1/3)

(政令市分を除く) )

○市町村の在宅介護や介護 ○在宅介護支援ｾﾝﾀｰの運営、 ○在宅介護支援ｾﾝﾀｰの運営、

予防等への補助 介護予防・生活支援の実施 介護予防・生活支援の実施
(国1/2、道1/4 (政令市は国1/2、市1/2) (1/4)

(政令市分を除く) )

○介護保険給付費負担 ○介護保険給付費負担 ○介護保険給付費負担 ○介護保険給付費負担

（保険料50/100、国25/100) (12.5/100) (12.5/100) (12.5/100)

○介護保険財政安定化基金の

運営（国1/3,道1/3,市町村

1/3で積立て）

【障害者】

○身体障害者施設運営費 ○身体障害者施設運営費 ○身体障害者施設運営費 ○身体障害者施設運営費

負担 (1/2) 負担 (1/4） 負担 (政令市は1/2) 負担 (1/4)

(政令市分を除く)

○知的障害者施設運営費 ○知的障害者施設運営費 ○知的障害者施設運営費 ○知的障害者施設運営費

負担 （1/2) 負担 (1/2)(除く市分) 負担 (市 1/2) 負担 (市 1/2)

○身障手帳の交付 ○身障手帳の交付

（政令市、中核市）

○道、市町村が実施する ○市町村の福祉事業への補助 ○日常生活用具給付事業 ○日常生活用具給付事業

事業の費用の一部負担、 （国1/2、道1/4（市分を (政令市は国1/2、市1/2) (市 1/2、町村 1/4)

補助 除く場合あり) ○障害児療育事業 ○障害児療育事業

（政令市分を除く） ） ○デイサービス事業 ○デイサービス事業

○ホームヘルプサービス事業 ○ホームヘルプサービス事業

(以上 政令市は国1/2 市1/2) (以上 1/4)、

○社会福祉法人のｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

運営事業に対する補助

（国1/2、道1/2)

【児童及び母子】

○児童手当支給の一部負担 ○児童手当支給の一部負担 ○児童手当の支給 ○児童手当の支給

(2/10～4/6) (0.5/10～1/6) (0.5/10～1/6） (0.5/10～1/6）

○保育所費用の一部負担 ○保育所費用の一部負担 ○保育所の運営 ○保育所の運営

(1/2) (1/4)(政令市分を除く) (政令市は1/2) (1/4)

○道、市町村の事業の費用 ○児童扶養手当の支給 ○ 同 左 （政令市）

の一部負担、補助 （国負担3/4)

○母子相談員の設置 ○ 同 左 （政令市）

○母子福祉資金の貸付 ○ 同 左 （政令市）

（原資は国からの借入れ）

○児童相談所の運営 ○ 同 左 （政令市）

（国負担1/2)

○市町村の実施する事業への ○特別保育事業の実施 ○特別保育事業の実施

補助 (政令市は国1/2、市1/2) (1/3～1/4）

（国1/3～1/2、道1/3～1/4 ○放課後児童対策 ○放課後児童対策

政令市分を除く ) (政令市は国1/2、市1/2) (1/3)

【生活保護】

○都道府県、市が支弁した ○保護の実施機関として、 ○保護の実施機関として、

保護費等の3/4を負担 保護の決定及び実施 保護の決定及び実施（市）

（支庁で実施）



- 7 -

〔経済分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【電源立地調整】

○電源開発基本計画の作成 ○左に対する同意

（電源開発調整審議会の

議を経る）

○発電所許認可
○右計画の承認、計画に基 ○発電用施設周辺地域公共用 ー ○計画に基づく公共用施設の

づく事業への交付金の 施設整備計画の作成 整備事業の実施（事業主体

交付 は農協、漁協等も可）

【地下資源開発】

○鉱業権の許可、施業案の ○鉱業権の設定に関する国か

許可 らの協議への回答

【火薬類・武器等規制】

○火薬類の製造等の許可 ○火薬類販売営業等の許可

○武器の製造等の許可 ○猟銃製造・販売事業等の

許可

【ガス事業】

○都市ガス事業の許可 ○高圧ガス製造事業所・貯蔵

所の許可 （支庁で実施）

、○簡易ガス事業の許可 ○ＬＰＧの販売事業者の登録

（70戸以上に簡易ｶﾞｽ発生 貯蔵施設等の許可

設備による供給） （支庁で実施）

【砂利・採石採取】

○業者登録、採取計画の認可

（支庁で実施）

【企業誘致】

○工業の再配置等の促進 ○北海道への誘致活動、立地 ○市への誘致活動、工業団地 ○市町村への誘致活動、工業

（税制上の優遇措置、 企業への助成 の造成、立地企業への助成 団地の造成、立地企業への

融資等） 助成

【商業の振興】

○中小小売商業の振興

・振興指針の作成

・高度化事業計画の認定 ・高度化事業計画の認定

連鎖化 電算利用等 （商店街・共同店舗整備等）（ 、 ）

・支援措置～無利子融資 ・支援措置～施設整備補助

等 (国1/2)等

○中心市街地の活性化

・基本方針の作成 ・基本計画の作成（関連施策 ・基本計画の作成（関連施策

・商店街整備等の事業 を総合的に実施するための を総合的に実施するための

計画の認定 計画） 計画）

・支援措置～無利子融資 ・支援措置～施設整備補助
等 (国1/2)等

○大規模小売店舗の立地

・立地に当たり配慮すべ ・届出の受理、意見通知、 ・届出の受理、意見通知、 ・届出に関する意見を提出

き事項等の指針作成 勧告等 勧告等

（＊政令市は法の運用主体）
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【工業の振興】

○中小企業の創造活動促進

・指針策定 ・研究開発等事業計画の認定

・支援措置～課税特例等 ・支援措置～技術開発補助

(国1/2)等
○地域産業の集積活性化

・活性化指針の作成 ・活性化計画の作成

・企業の特定分野進出計画の

承認

・支援措置～税制措置等 ・支援措置～販路拡大補助

(国1/2)等

【新産業の振興】

○新事業の創出促進

・基本方針の策定 ・新たな事業の創出に関する ＊政令市も基本構想の作成

基本構想の作成 主体になること可

・支援措置～株式発行 ・研究開発から事業化までを

要件の緩和、補助、税 支援する地域ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫ-ﾑの

制措置等 中核となる機関の認定

【経営金融対策】

○政府系金融機関の融資 ○道の制度融資（単独） ○独自融資制度の設定 ○独自融資制度の設定

・中小企業振興資金

融資枠 4473億円

・金融変動対策資金

融資枠 2645億円

・経営安定特別資金

融資枠 656億円

【商工会議所、商工会】

○商工会議所の設立認可 ○商工会の設立認可 ○商工会の設立認可

（ ）（道から市への権限移譲） 道から市町村への権限移譲

【中小企業協同組合等】

○一の都道府県の区域を超 ○道内を区域とする事業協同

える事業協同組合、組合 組合、組合連合会の認可

連合会の認可 （支庁で実施）

【雇 用】

○職業紹介事業

（ ）公共職業安定所の設置

○雇用保険事業

○職業能力開発 ○職業能力開発

・職業能力大学校の設置 ・技術専門学院の設置運営、

運営 ・認定職業訓練実施団体に

・都道府県に対する助成 対する補助

・企業への助成
（ ）生涯能力開発給付金等

【観光客誘致】

○海外からの観光客誘致 ○観光のＰＲの誘致活動の ○観光のＰＲの誘致活動の ○観光のＰＲの誘致活動の

活動等の実施 実施 実施 実施
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〔農業分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【農地利用規制】

○農地転用許可 ○農地転用許可 支庁で実施 ○市街化区域内農地の転用の ○市街化区域内農地の転用の（ ）

４haを超えるもの ４ha以下 届出受理 届出受理

○2haを超え４ha以下の知事 ○2haを超え４ha以下の転用

が転用を許可する場合の を許可する場合の国との
協議への回答 協議

【農業協同組合等の設立】

○都道府県の区域を超える ○一の都道府県の区域を地域

地区を区域とする農業協 とする農業協同組合等の

同組合、農業協同組合 認可

連合会等の認可

【農業金融】

○農林漁業金融公庫からの ○農業近代化資金 利子補給 ○天災資金（利子補給） ○天災資金（利子補給）（ ）

融資 （国1/2) 融資枠150億円 国 50～65/100 国 50～65/100

○道の行う融資・利子補給 ○農業改良資金 無利子融資 道 17.5～25/100 道 17.5～25/100（ ）

事業への補助 （国2/3）融資枠 20億円

【農業技術の普及改良】

○道の普及事業への交付金 ○農業改良普及センターの ○農業技術ｾﾝﾀｰや農業情報 ○農業技術ｾﾝﾀｰや農業情報

・補助金の交付 設置・運営(56箇所)、専門 ｾﾝﾀｰ等を設置している ｾﾝﾀｰ等を設置している

技術員 (51名)、改良普及員 自治体あり。 自治体あり。

(947名) の配置

○農業者大学校の運営 ○道立農業大学校の運営

○国立農業試験場の設置、 ○道立農業試験場(10場)の

試験研究の実施 設置、試験研究の実施

【土地改良区の設立】

○複数の都府県にまたがる ○土地改良区等の設立認可

土地改良区等の設立認可

【農業農村整備事業】

○国営かんがい排水、畑地 ○道営土地改良、農用地造成, ※土地改良区等

帯総合土地改良事業等の 農地防災、農村整備、農道 団体営土地改良、農用地

実施 整備事業等の実施 造成、農村整備事業等の

＊採択要件に特例措置あり 実施

（かんがい排水の受益面積 （国補助率 （国補助

本州 ３千ha以上 道 50,52,55/100 道 50/100

道 １千ha以上 等 都府県 50/100 ) 都府県 45,50/100）

＊直轄事業の国負担率 道補助

（道 75～85/100 5/100～20/100 ）

都府県 2/3～70/100)

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村等施行(補助)
開発公共予算 事業費 105,074 130,452 27,783

(Ｈ12年度） 国 費 87,979 67,088 14,911

【農業生産振興(農産物)】

○農産物価格制度の決定 ○国の方針に基づく各種農産 ○国の方針に基づく各種農産 ○国の方針に基づく各種農産

米、麦、大豆など 物生産計画等の策定 物生産計画等の策定 物生産計画等の策定
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

○農産物の価格安定対策

・米の生産調整と備蓄 ○生産調整実施者に対する

・輸入砂糖の価格調整と 助成金の交付事務

国内産糖価格の支持

・野菜の生産・出荷安定
対策

○生産振興を図るための ○生産振興を図るための補助 ○生産振興を図るための補助 ○生産振興を図るための補助

施設整備等の補助 ・単独事業の実施 ・単独事業の実施 ・単独事業の実施

○主要農作物種子の生産供給

【農業生産振興（畜産物 】）

○畜産物の価格安定対策 ○国の方針に基づく各種畜産 ○国の方針に基づく各種畜産 ○国の方針に基づく各種畜産

・食肉の買入・売渡し 物生産計画等の策定 物生産計画等の策定 物生産計画等の策定

・乳製品の一元輸入

（農畜産業振興事業団）

○乳製品・牛肉の関税財源 ○加工原料乳数量の認定・確

を用いた畜産振興 認

・加工原料乳、肉用子牛

の生産者補給金の交付

○生産振興を図るための ○生産振興を図るための補助 ○生産振興を図るための補助 ○生産振興を図るための補助

施設整備等の補助 ・単独事業の実施 ・単独事業の実施 ・単独事業の実施

○家畜衛生保健所の運営

〔水産分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【漁業調整】

○漁業調整委員会の運営

○漁業権の免許交付

○漁業の許可 ○漁業の許可

（沖合底びき網、遠洋 （小型機船底びき網、すけと

かつお・まぐろ等 ） うだら刺し網、いかつり等)

【漁船、船舶】

○動力漁船の建造の許可 ○動力漁船の建造の許可

（長さ15m以上及び大臣 （右以外で長さ10m以上）

許可漁業漁船） ○漁船登録票の交付

○船舶に対する船籍国籍 ○船舶に対する船籍票の交付

証書の交付（20t以上） （5t以上20t未満）

【漁 港】

○整 備 ○整 備 ○環境整備事業

・第３種漁港 18港 第１種漁港 215港 （国補助 1/2)

・第４種漁港 22港 第２種漁港 30港

＊直轄事業の国負担率 ＊整備は国の補助事業

8/10 （補助率 道 7/10
）（他府県では国直轄なし） 都府県 1/2,2/3

○維持管理

全ての漁港 285 港

（他府県では１・２種漁港は

市町村管理が多い）
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 18,194 34,819 3,039

(Ｈ12年度） 国 費 18,194 22,851 1,500

【沿岸漁場整備】

○整備 ○整備

大型魚礁設置、増殖場 並型魚礁設置、漁場

造成等 保全（しゅんせつ等）

（国補助 1/2 ） （国補助 1/2

道補助 1/3 )

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 16,328 234

(Ｈ12年度） 国 費 8,216 117

【水産業協同組合等】

○一つの都道府県の区域を ○都道府県の区域を地区とす

超える漁業協同組合及び る漁業協同組合等の認可

漁業協同組合連合会等の

認可

【水産金融】

（ ）○農林漁業金融公庫による ○漁業近代化資金 利子補給

融資 （国 1/2) 融資枠 87億円

○道の行う融資事業への ○漁業振興資金（単独事業）

補助 融資枠 44億円

【水産物流通対策】

○水産物の需給・価格安定 ○左のための国の補助事業、 ○左のための国の補助事業、、

流通・加工・消費対策の 単独事業の実施 単独事業の実施

ための事業への補助

【漁業技術の改良普及】

○道の普及事業への交付金 ○水産業専門技術員８名、

の交付 水産業改良普及員１２３名

(28指導所)の配置

○国立水産研究所の設置、 ○道立水産試験場(５場)、 ○地域独自の試験調査等の

試験研究 栽培漁業総合ｾﾝﾀｰの設置、 実施あり

試験研究

〔林業分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【国有林の経営】 【道有林の経営】

【保安林の指定】
○国有林内の保安林の指定

○民有林のうち重要流域 ○左記以外の保安林の指定

(13流域)の水源かん養、

土砂流出、土砂崩壊防備

保安林の指定

【林地開発の規制】

○１haを超える林地開発行為

の許可(20ha未満は支庁で実施）
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国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【森林整備】

○広域基幹林道等の整備 ※市町村及び森林組合

○道有林における林道整備、 ○林道整備、造林事業の実施

造林の実施 （国補助

( 国補助 林道 50/100、造林 3/10
(＊林道～都府県 45,50/100)林道 50/100、造林 3/10)

道補助（＊林道～都府県 45,50/100)

林道 9/100、造林 1/10 )

〔森林保全整備 （森林資源・路網等の整備） 百万円〕

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 7,813 25,348

(Ｈ12年度） 国 費 3,933 8,755

〔森林環境整備 （保健・文化・教育的利用や生活環境の整備） 百万円〕

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 479 2,662

(Ｈ12年度） 国 費 259 1,218

【森林組合等の認可】

○森林組合連合会の認可 ○森林組合の認可

（支庁で実施）

【林業金融】

（ ）○農林漁業金融公庫からの ○林業改善資金 無利子融資

貸付 （国 2/3 ) 融資枠 5.6億円

○道の行う融資事業への ○木材産業等高度化推進資金

原資貸付 （道単独）融資枠 131億円

【林業技術の普及】

○道の行う普及事業への ○林業専門技術員14名、林業

交付金の交付 改良指導員158名(42指導所)

の配置

○道立林業（林産）試験場の

設置

【林産物対策】

○木材の需給・価格安定、 ○左のための国の補助事業、 ○左のための国の補助事業

木材利用推進、木材加工 単独事業の実施 単独事業の実施

・流通対策のための事業

への補助

【治山】

○整備 ○整備

・国有林治山事業 民有林治山事業

・民有林治山事業（規模 （国補助 1/2 ）
の大きいもの等）

＊直轄事業の国負担率 2/3

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 7,339 22,055

(Ｈ12年度） 国 費 7,130 10,724
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〔建設分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【建設業の許可】

○２以上の都道府県の区域 ○１の都道府県の区域内のみ

に営業所を設ける業者の に営業所を設ける業者の

許可及び経営事項審査 許可及び経営事項審査

【道 路】

○整備、維持管理 ○整備、維持管理 ○整備、維持管理 ○整備、維持管理

・国道全て 約6,300㎞ ・道道 約11,000㎞ ・市道 約4,900㎞ ・市町村道 約63,500 ㎞

（府県は約７割が知事 ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業

管理区間) （補助率 道 5.5/10、 （同 左） （同 左）

・開発道路（道道） 都府県 1/2 ) ○政令市の特例

約420㎞ 道道も併せて整備・維持

(本道のみの特例) 管理 約280㎞

＊直轄事業の国負担率 （札幌市）

（道8/10、都府県2/3）

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 296,533 122,189 72,921

(Ｈ12年度） 国 費 230,580 66,571 38,927

【河 川】

○整備、維持管理 ○整備、維持管理 ○整備、維持管理 ○整備、維持管理

・１級河川 指定区間外 ・１級河川（指定区間） ・準用河川 ・準用河川（ ）

13水系 約2140㎞ 13水系 約8060㎞ 2水系 約 100㎞ 77水系 約810㎞

・２級河川の一部 ・２級河川 （札幌市）

（本道のみの特例） 226水系 約4200㎞

3水系 約63㎞ ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業

＊直轄事業の国負担率 （補助率 道 ２/３、 ( 同 左 ） ( 同 左 ）

（道8/10、都府県2/3） 都府県 1/2 )

○水利権の許可 ○水利権の許可 ○水利権の許可 ○水利権の許可

・１級河川 ・１級河川（指定区間） ・準用河川 ・準用河川

（指定区間については （特定水利利用以外）

特定水利使用～ ・２級河川一定量

以上の取水に係るもの等

の許可）

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 90,627 54,667 6,249

(Ｈ12年度） 国 費 71,126 29,641 2,083

【ダ ム】

○整備、維持管理 ○整備、維持管理

１級河川 建設７ダム １級河川 建設３ム
管理13ダム 管理４ダム

２級河川 建設３ダム

＊直轄事業の国負担率 管理８ダム

（道 8.5/10、 ＊整備は国の補助事業

（ 、都府県 7/10 ） 補助率 道 7/10～5.5/10

都府県 5.5/10～1/2 )
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百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 31,928 9,656

(Ｈ12年度） 国 費 26,311 5,833

【砂防】

○砂防工事 ○砂防工事

砂防指定地 64 箇所 砂防指定地 1298 箇所

（規模の大きいもの、 （国補助率 1/2 ）

難工事のもの等）

＊直轄事業の国負担率 ○急傾斜地崩壊防止工事

2/3 危険地域 408 箇所

（国補助率 1/2 ）

〔砂防事業費〕 〔急傾斜地崩壊防止事業費〕

百万円 百万円

国直轄 道施行（補助） 道施行（補助）

開発公共予算 事業費 5,620 15,243 開発公共予算 事業費 3,258

(Ｈ12年度） 国 費 4,086 7,751 (Ｈ12年度） 国 費 1,629

【海 岸】

○工事 ○工事、維持管理 ○工事、維持管理

胆振海岸 ・建設海岸 2293km ・港湾海岸 309 km

（規模の大きいもの、 ・農地海岸 91km ＊整備は国の補助事業

難工事のもの等） ・漁港海岸 342km （補助率 道 5.5/10

＊直轄事業の国負担率 都府県 1/2 )

2/3 ＊整備は国の補助事業

（補助率 道 5.5/10

都府県 1/2 )

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村等施行(補助)

開発公共予算 事業費 687 11,593 1,518

(Ｈ12年度） 国 費 687 5,308 839

【港 湾】

○整 備 ○管理、整備の一部 ○管理、整備の一部

・特定重要港湾 ２港 ・市町との一部事務組合 ２港 ・道との一部事務組合 ２港

・重要港湾 １０港 ・市町村管理 ３５港

・地方港湾 ２５港 （他府県では約６割が

（地方港湾の直轄事業 府県が管理者になって

は本道のみ） いる ）。

＊直轄事業の国負担率 ＊整備は国の補助事業

（道8.5/10、 （補助率 道 7.5/10、

都府県5.5/10） 都府県 1/2 )
百万円

国直轄 道施行(補助) 市町村等施行(補助)

開発公共予算 事業費 61,946 5,565

(Ｈ12年度） 国 費 50,318 3,291
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【空 港】

○整備、管理 ○整備、管理 ○整備・管理(設置者は国）

・第１種空港 ・第３種空港 ・第２種Ｂ空港

東京国際 大阪国際等) （女満別、紋別、中標津、 （旭川、帯広）（ 、

・第２種Ａ空港 利尻、礼文、奥尻）
、 、 、(新千歳 函館 釧路

稚内） ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業

（補助率 道6/10、 （補助率 道(市)2/3、

＊直轄事業の国負担率 都府県1/2 都府県5.5/10)

（２種Ａ） なお離島は8/10

道8.5/10 都府県2/3 ) )（ 、 ） (北海道特例なし

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 13,606 1,555 2,049

(Ｈ12年度） 国 費 12,578 1,244 1,366

【都市計画】

○都市計画区域の指定、都 ○都市計画区域の指定

道府県が定める都市計画 ○都市計画決定

への同意 （市街化区域と市街化調整区

、 ）域 大規模な都市施設など

○指定市が定める都市計画 ○市町村が定める都市計画へ ○都市計画決定 ○都市計画決定

への同意（大規模なもの の同意 （用途地域、都市施設など） （用途地域、都市施設など）

等）

○都市計画区域内の開発行為 ○都市計画区域内の開発行為

の許可 の許可（政令市、中核市、

道から権限移譲８市）

【まちづくり・景観形成】

○まちづくり・景観形成施策 ○まちづくり・景観形成施策 ○まちづくり・景観形成施策

の実施 の実施 の実施

【屋外広告物規制】

○屋外広告物の設置禁止等の ○屋外広告物の設置禁止等の

条例制定 条例制定

○屋外広告物の設置等の許可 ○屋外広告物の設置等の許可 ○違反広告物の除却

（支庁で実施） （道から市町村へ権限移譲）

【住宅対策】

○公営住宅の整備、維持管理 ○公営住宅の整備、維持管理 ○公営住宅の整備、維持管理

23,548戸 24,943戸 120,096戸

（札幌市）

＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業

補助率 1/2 （同 左） （同 左）

百万円
国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 12,618 63,778

(Ｈ12年度） 国 費 6,949 32,727

【土地区画整理】

○都市基盤整備公団及び ○市町村施行区画整理事業の ○市施行区画整理事業の実施 ○市町村施行区画整理事業の

地方住宅供給公社施行の 認可 （国 1/2) 実施 （国 1/2)

区画整理事業の認可
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○個人・組合施行区画整理 ○個人・組合施行区画整理

事業の認可 事業の認可

○組合等区画整理事業補助金 （政令市及び道から権限

の交付 （国 1/2) 移譲11市）

【宅地造成等の許可】

○規制区域の指定

○宅地造成工事の許可 ○宅地造成工事の許可

（政令市、中核市、道から

権限移譲11市町）

【都市公園】

○国営公園の整備・維持 ○道立都市公園の整備、維持 ○都市公園の整備・維持管理 ○都市公園の整備・維持管理

管理 道内１箇所 管理 ６箇所 2474箇所 97市町村 4058箇所

（札幌市）

＊直轄事業の国負担率 ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業

2/3 補助率 1/2～1/3 （同 左） （同 左）

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 1,962 1,513 19,791

(Ｈ12年度） 国 費 1,962 749 8,582

【下水道】

○流域下水道の整備 ○市下水道の整備、維持管理 ○市下水道の整備、維持管理

3流域 延べ110 km 普及率 供用 129市町村（処理人口/行政人口）

○特定公共下水道の整備、 99.1% 普及率 72.3%

維持管理 （札幌市）

石狩湾地域 延べ 234 km ＊整備は国の補助事業 ＊整備は国の補助事業

＊整備は国の補助事業 補助率 1/2～5.5/10 補助率 1/2～5.5/10

補助率 1/2～2/3

百万円

国直轄 道施行（補助） 市町村施行(補助)

開発公共予算 事業費 20,320 99,258

(Ｈ12年度） 国 費 10,794 50,811

【建築規制】

○建築基準の制定 ○建築制限の許可等 ○建築制限の許可等

○建築確認・検査 ○建築確認・検査

（支庁で実施） （建築主事を置く市 10市）

○建築確認・検査（特殊建築

物等を除く）

（建築主事を置き一部の事務

を行う市町 36市町 ）

【宅地建物取引業の免許】
○２以上の都道府県の区域 ○１の都道府県の区域内に

に事務所を設置するもの 事務所を設置するものの

の免許交付 免許交付（支庁で実施）

【住宅金融】

○住宅金融公庫による融資 ○公庫融資を補完する道の ○単独事業を有する市町村

単独融資 あり
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〔教育・警察分野〕

国 都 道 府 県 政 令 市 等 市 町 村

【教 育】

○大学

・国立大学の設置

・公立大学設置の認可 ・公立大学の設置 ・公立大学の設置 ・公立大学の設置

○高校

・設置基準の制定 ・道立高校の設置

・市町村立高校の設置認可 ・市立高校の設置 ・市町村立高校の設置

・学習指導要領の制定

○小・中学校

・施設費の一部補助 ・小・中学校設置の届出受理 ・小・中学校の設置 ・小・中学校の設置

（校舎の新増築に国補助 1/2) （校舎の新増築に国補助1/2)

・教職員給与費の一部 ・教職員給与費の支出

負担 （国負担 1/2 )

・教職員の任免 ・教職員の任免・服務監督 ・教職員の服務監督

（人事異動は教育局で実施） （政令市）

・学習指導要領の制定

○幼稚園

・設置基準の制定 ・市町村立幼稚園の設置認可 ・市町村立幼稚園の設置

・政令市立幼稚園の設置届の ・市立幼稚園の設置

受理 （政令市）

・教育要領の制定

○学校法人、私立学校の

認可

・私立大学を設置する ・左以外の学校法人の認可

学校法人の認可

・私立大学の設置認可 ・左以外の私立学校の設置

認可

・私立大学に対する

経常費助成

・都道府県の私立学校 ・私立高校、小・中学校、

への経常費助成への 幼稚園に対する経常費助成

補助

○教員免許

・教員養成機関の指定、 ・免許状の授与

過程の認定等

【警 察】

○都道府県警察に対する ○都道府県警察の運営

指揮監督

○都道府県警察の警視正

以上の警察官の任免

○交通規制
・運転免許試験の実施、免許

証の交付

・信号機、道路標識の設置・

管理

区域・場所を定めて

交通規制



   

（単位　百万円）

直轄事業
事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 の比率

(185) (185)
治山治水 136,201 109,340 26,861 0 116,472 60,886 55,586 0 7,767 2,922 1,456 3,389 260,440 173,148 83,903 3,389 52.3%

道路整備 296,533 230,580 62,794 3,159 122,189 66,571 55,618 0 72,921 38,927 0 33,994 491,643 336,078 118,412 37,153 60.3%

(4,749) (4,749)
港湾漁港空港 93,746 81,090 477 12,179 36,374 24,095 10,853 1,426 10,653 6,157 205 4,291 140,773 111,342 11,535 17,896 66.6%

住宅・市街地 0 0 0 0 12,618 6,949 5,430 239 63,778 32,727 0 31,051 76,396 39,676 5,430 31,290 0.0%

(307) (401) (307) (401)
下水道環境 1,962 1,962 0 0 21,833 11,543 5,826 4,464 163,611 73,946 0 89,665 187,406 87,451 5,826 94,129 1.1%

農業農村整備 105,074 87,979 17,095 0 130,452 67,088 39,876 23,488 27,783 14,911 1,298 11,574 263,309 169,978 58,269 35,062 39.9%

森林保全等 0 0 0 0 24,620 12,408 11,672 541 28,244 10,090 3,344 14,809 52,864 22,498 15,016 15,350 0.0%

(5,241) (401) (5,241) (401)
合    計 633,516 510,951 107,227 15,338 464,558 249,540 184,861 30,158 374,757 179,680 6,303 188,773 1,472,831 940,171 298,391 234,269 43.0%

＊（　　　　）は国がいったん国費を立て替え、別途、国直轄事業負担金を支払う分で外数

資 料１－２

平  成  １２  年  度  北  海  道  開　発　公　共　関　連　予　算　一　覧　（ 当  初  予  算 ）

補　助（市町村等営） 合　　計区　　分 補　助（道　営）国　　直　　轄

1



直轄事業
事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 の比率

治水 128,175 101,523 26,652 0 82,824 44,854 37,970 0 6,249 2,083 1,456 2,710 217,248 148,460 66,078 2,710 59.0%

（河川） 90,627 71,126 19,501 0 54,667 29,641 25,026 0 6,249 2,083 1,456 2,710 151,543 102,850 45,983 2,710 59.8%

（ダム） 31,928 26,311 5,617 0 9,656 5,833 3,823 0 0 0 0 0 41,584 32,144 9,440 0 76.8%

（砂防） 5,620 4,086 1,534 0 15,243 7,751 7,492 0 0 0 0 0 20,863 11,837 9,026 0 26.9%

（急傾斜） 0 0 0 0 3,258 1,629 1,629 0 0 0 0 0 3,258 1,629 1,629 0 0.0%

治山 7,339 7,130 209 0 22,055 10,724 11,331 0 0 0 0 0 29,394 17,854 11,540 0 25.0%
(185) (185)

海岸 687 687 0 11,593 5,308 6,285 0 1,518 839 0 679 13,798 6,834 6,285 679 5.0%
(185) (185)

（建設） 682 682 0 0 5,176 2,332 2,844 0 0 0 0 0 5,858 3,014 2,844 0 11.6%

（農地） 0 0 0 0 2,949 1,492 1,457 0 0 0 0 0 2,949 1,492 1,457 0 0.0%

（漁港） 0 0 0 0 3,268 1,374 1,894 0 0 0 0 0 3,268 1,374 1,894 0 0.0%

（港湾） 5 5 0 0 200 110 90 0 1,518 839 0 679 1,723 954 90 679 0.3%
(185) (185)

計 136,201 109,340 26,861 0 116,472 60,886 55,586 0 7,767 2,922 1,456 3,389 260,440 173,148 83,903 3,389 52.3%

直轄事業
事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 の比率

港湾整備 61,946 50,318 0 11,628 0 0 0 0 5,565 3,291 0 2,274 67,511 53,609 0 13,902 91.8%
(4,749) (4,749)

漁港 18,194 18,194 0 0 34,819 22,851 10,542 1,426 3,039 1,500 0 1,539 56,052 42,545 10,542 2,965 32.5%

空港 13,606 12,578 477 551 1,555 1,244 311 0 2,049 1,366 205 478 17,210 15,188 993 1,029 79.1%
(4,749) (4,749)

計 93,746 81,090 477 12,179 36,374 24,095 10,853 1,426 10,653 6,157 205 4,291 140,773 111,342 11,535 17,896 66.6%

合　　計

補　助（市町村等営） 合　　計

〔港湾漁港空港の内訳〕

（単位　百万円）

（単位　百万円）

区　　分 国　　直　　轄 補　助（道　営） 補　助（市町村等営）

区　　分 国　　直　　轄 補　助（道　営）

〔治山治水の内訳〕
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直轄事業
事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 の比率

下水道 0 0 0 0 20,320 10,794 5,062 4,464 99,258 50,811 0 48,447 119,578 61,605 5,062 52,911 0.0%

環境衛生 0 0 0 0 0 0 0 0 44,562 14,553 0 30,009 44,562 14,553 0 30,009 0.0%
(307) (401) (307) (401)

都市公園 1,962 1,962 0 0 1,513 749 764 0 19,791 8,582 0 11,209 23,266 11,293 764 11,209 8.4%
(307) (401) (307) (401)

計 1,962 1,962 0 0 21,833 11,543 5,826 4,464 163,611 73,946 0 89,665 187,406 87,451 5,826 94,129 1.1%

直轄事業
事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 事業費 国　　費 道　　費 市町村等 の比率

森林保全 0 0 0 0 7,813 3,933 3,704 176 25,348 8,755 2,998 13,595 33,161 12,688 6,702 13,771 0.0%

森林環境 0 0 0 0 479 259 221 0 2,662 1,218 287 1,156 3,141 1,477 508 1,156 0.0%

沿岸整備 0 0 0 0 16,328 8,216 7,747 365 234 117 59 58 16,562 8,333 7,806 423 0.0%

計 0 0 0 0 24,620 12,408 11,672 541 28,244 10,090 3,344 14,809 52,864 22,498 15,016 15,350 0.0%

補　助（道　営）

〔下水道環境の内訳〕 （単位　百万円）

（単位　百万円）〔森林保全等の内訳〕

合　　計

区　　分 国　　直　　轄 補　助（道　営） 補　助（市町村等営） 合　　計

区　　分 国　　直　　轄 補　助（市町村等営）
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参 考

地方分権推進委員会第五次勧告に係る経緯等

１ 国の地方分権に係る経緯

Ｈ５．６．３ 衆議院「地方分権の推進に関する決議」

Ｈ５．６．４ 参議院「地方分権の推進に関する決議」

Ｈ６．12．25 「地方分権の推進に関する大綱方針」を閣議決定

Ｈ７．５．15 地方分権推進法可決成立（５年間の時限立法）

Ｈ７．７．３ 同法施行、地方分権推進委員会の設置

Ｈ８．12．20～Ｈ９．10．９
地方分権推進委員会第１次～第４次勧告

Ｈ10．５．29 第１次～第４次勧告に基づき「地方分権推進計画」を閣議決定

［主な項目］ ・機関委任事務制度の廃止
・地方公共団体の事務の新たな考え方
・地方公共団体に対する国等の関与等のあり方
・権限移譲の推進

・必置規制の見直し
・地方公共団体の行政体制の整備確立

Ｈ11．７．８ 「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」成立

（関係改正法律数 ４７５本）
Ｈ12．４．１ 同法施行

〔第５次勧告関連〕

Ｈ９．10．９ 橋本首相から地方分権推進委員会に対し、権限移譲を引き続き検討して
ほしい旨要請

Ｈ10．６．19 橋本首相から地方分権推進委員会に対し、省庁のスリム化に資するものは
勧告としてできるだけ早めにまとめてほしい旨要請

． ． 「 」Ｈ10 ８ 11 地方分権推進委員会から関係省庁に対し第５次勧告に向けた 論点の整理

を提示
Ｈ10．11．19 地方分権推進委員会第５次勧告

［主な項目］ ・公共事業のあり方の見直し
・非公共事業等のあり方の見直し

・国が策定・関与する各種開発・整備計画の見直し

Ｈ11．３．26 第５次勧告に基づき「第２次地方分権推進計画」を閣議決定
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２ 地方分権推進委員会の「論点の整理 「第五次勧告」における直轄事業等の範囲の考え方」

区 分 論 点 整 理 第 五 次 勧 告
道 路 ・国道の範囲を、原則として ・高規格幹線道路の整備・管理を国の責務とす

高速自動車道及び旧一級国道 る他、一般国道については、下記のa又はbの区
(国道１号線～５８号線)に限定 間に限って直轄管理する。

a 国土の骨格を成し、国土を縦断・横断・循環
する都道府県庁所在地等の拠点を連絡する枢要
な区間
b 重要な空港、港湾等と高企画幹線道路あるい

は上記の路線を連絡する区間

河 川 ・１級河川の範囲を複数の都道 ・１級水系を下記のa又はbに限定した上、１級
府県の区域にわたるもので、か 河川のうち特に重要な区間に限定して直轄管理

つ、全国的な視点から特に都道 を行うことを基本とする。
府県間の利害の調整を要する a 洪水等により氾濫した場合の被害の程度、安
ものに限定 定的な水利用の確保、河川環境の保全、都道府

県間の利害調整等の観点から特に重要な水系

b 激甚な洪水、頻発する渇水等による被害を契
機としてこれらを早急に解消することが必要と
されており、技術的又は財政的観点から国が管
理を行うことが適当な水系

農業農村 ・直轄事業の範囲を複数の都道 ・社会経済情勢の変化等に応じ採択基準の引き
整備、 府県の区域にわたり、かつ一定 上げ等必要な見直しを行う。
砂防、 以上の規模の事業で全国的な視

海岸、 点から都道府県間の利害の調整
治山 を要するものに限定

又は、直轄事業はすべて廃止

し、必要の応じ国等に委託

港 湾 ・直轄事業を特定重要港湾のう ・下記のa又はbに限定することを基本とする。

ち特に中枢的な港湾における一 a 国際・国内の基幹的海上交通ﾈｯﾄﾜｰｸ形成の
定以上の大水深岸壁の整備に限 ために必要な根幹的な港湾
定 b 全国的な視点に立って配置整備する必要性
ないし直轄事業は全て廃止し が高い避難港及び当該施設の効用が一の港湾管

港湾管理者がすべて実施 理者の範囲を超えて広域に及ぶ港湾公害防止施
設・廃棄物埋立護岸施設等の整備並びに港湾管
理者が自ら実施することが困難な事業

＊見直しの具体的な内容については、第二次推進計画を
踏まえ関係審議会等において検討 （１１～１２年度）
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３ 本道における直轄事業が「論点整理」の考え方により見直された場合の状況

（平成１１年１月現在 地方分権推進検討会議 公共事業部会でとりまとめ）

区 分 国に留保される事業 道に移譲される事業
道 路 ・高速自動車道路 ・一般国道（旧一級国道を除く ）。

・自動車専用道路
・一般国道のうち旧一級国道
５号（函館～札幌）
１２号（札幌～旭川）
３６号（札幌～室蘭）
３７号（長万部～室蘭）
３８号（滝川～釧路）
３９号（旭川～網走）
４０号（旭川～稚内）
４４号（釧路～根室）

河 川 ・直轄管理区間（１３水系１２２河川）
、 、 、 、 、手塩川 渚滑川 湧別川 常呂川 網走川

留萌川、石狩川、尻別川、後志利別川、
鵡川、沙流川、釧路川、十勝川
・指定区間（４水系１８河川）
声問川、増幌川、標津川、音別川

土 地 ・かんがい排水事業
改 良 雨竜川中央地区など ４２地区

・造成土地改良施設整備事業
常呂など ４地区
・明渠排水事業
静内地区など １９地区
・畑地帯総合土地改良パイロット事業
しろがねなど ７地区
・国営農地再編整備事業
仁木など １１地区
・農地開発事業、総合農地開発事業
七飯など １１地区
・草地開発事業
南天北など ２地区
・総合農地防災事業
網走川上流など ３地区
・地すべり事業
羽幌二股など ３地区

砂 防 樽前山、石狩川、豊平川、十勝川

海 岸 胆振海岸

治 山 石狩川（月形町、浦臼町）
尻別川（倶知安町、京極町、喜茂別町）

港 湾 ・特定重要港湾
室蘭港、苫小牧港
・重要港湾
石狩湾新港、函館港、小樽港、釧路港、
、 、 、 、 、留萌港 稚内港 十勝港 紋別港 網走港

根室港
・地方港湾
宗谷港、枝幸港、霧多布港、えりも港、
浦河港、白老港、森港、松前港、江差港、
奥尻港、瀬棚港、岩内港、余市港など
（ ）２４港 港湾管理者は市町村又は管理組合
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４ 国直轄事業の優位性及び課題、道に移譲された場合の支障になる点等

（平成１１年１月 地方分権推進検討会議 公共事業部会でとりまとめ）

〔国直轄事業の優位性〕
・北海道における公共事業は特例的に補助率・負担率の嵩上げがされており、他府県に

比べ道・地元の負担が軽減されている。

( 主 な 事 業 の 国 負 担 率 ・ 補 助 率 ）
区 分 直 轄 補 助

道 府 県 道 府 県
道路(改修) ８/１０ ２/３ ５.５/１０ １/２
河川(改修 １級河川) ８/１０ ２/３ ２/３ １/２
ダム(建設) ８.５/１０ ７/１０ ７/１０ ５.５/１０

港湾(特定重要港湾) ８.５/１０ ５/１０ ７.５/１０ １/２
砂防 ２/３ ２/３ １/２ １/２
海岸 ２/３ ２/３ ５.５/１０ １/２
農業農村整備 ７.５/１０ ２/３ ５.２/１０ １/２

（畑地帯総合）
漁港 修築 第1～3種 ８/１０ － ７/１０ １/２（ ）
民有林治山 ２/３ ２/３ １/２ １/２

（補助率は一例）

・大規模事業や主要事業の集中的な実施が図られる。
・執行体制・組織が充実しており維持水準が高い。
・高度な技術力を有する技術者が蓄積されている。 等

〔直轄事業の課題〕

・事業実施の総合調整（直轄事業と補助事業）が必要となる。
・地元の意向に臨機応変に対応するための調整が必要である。 等

〔移譲された場合支障となる点〕
・移譲にともない特例措置が廃止されると道・地元の負担が増加するので、現行の特例措置
の維持又はこれに見合う地方財政措置の充実が必要となる。
・業務増加にともなう体制の充実と職員の増員が必要になる。

・高水準な維持管理業務を継続するために、維持管理費と人員確保が必要となる。 等
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資料２－１
地 方 財 政 制 度 の 概 要

１ 国予算と地方財政計画（平成１２年度）

〔国の予算〕

①一般会計 国債借入残高(12年度末)

３４３兆円
（歳 入）84兆9871億円

その他国 税 48兆6590億 (57.3) 公 債 金 32兆6100億 (38.4)

３兆所得税 法人税 消費税 建設公債 特例公債その他

9兆9470億 9兆8560億 10兆1760億 7181億18兆6800億 9兆1500億 23兆4600億

(22.0) (11.7) (11.6) (12.0) (10.8) (27.6) (4.4)

所得税・酒税の32%、法人税の35.8%、

消費税の29.5%、たばこ税の25%

（歳 出）84兆9871億円

一 般 歳 出 地方交付税等 国 債 費
48兆 914億 14兆9304億 21兆9653億

(56.6) (17.6) (25.8)

②交付税等特別会計

（歳 入）23兆 185億

一般会計から受け入れ 特別会計借入金 特別会計借入金残高
14兆9304億 8兆 881億 （12年度末）

（歳 出）23兆 185億 ３４兆円

地方交付税等交付金
22兆3247億

利払い等 6937億

地方債借入残高
〔地方財政計画〕 （12年度末）

１５０兆円

(歳 入) 88兆9300億
地 方 税 地方交付税 国庫支出金 地方債 その他

7兆4830億35兆 568億 22兆3247億 13兆384億 11兆271億

(39.4) (25.1) (14.7) (12.5) (8.3)

(歳 出) 88兆9300億

給与関係費 一般行政経費 投資的経費 公債費 その他

5兆393億23兆6642億 19兆7087億 28兆4187億 12兆991億
(26.6) (22.2) (32.0) (13.6) (5.6)
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２ 国・地方間の財政資金の移転

国民の租税

国 地方
政 地 税源配分 ２ ： １

国

府 方地方交付税による 財源移転

財 交付税による １ ： １

部 財 財源移転後

国庫支出金による 財源移転政

門 政 最終支出 １ ： ２

国民へのサービス還元

３ 国と地方を通じた歳出の割合（平成１０年度） 国 (37.0%): 地 方 (63.0%)

(22) 一般行政経費等 (78)

機関費 12.1%

(20) 司法警察消防費 (80)
防衛費 3.2% (100) 防衛費

(29) 国土保全費 (71)

国土保全

及び開発費 (25) 国土開発費 (75)
20.1%

(41) 災害復旧費 (59)

産業経済費 (44) 農林水産業費 (56)
7.9% (29) 商工費 (71)

教育費 (15) 学校教育費 (85)

14.1%
(18) 社会教育費等 (82)

(33) 民生費 (67)
社会保障関係費

(100) 民生費のうち年金関係

22.8% (7) 衛生費 (93)

(37) 住宅費等 (63)

公債費 18.3% (62) 公債費 (38)

その他 1.5% (95) その他 5
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４ 国の財政構造改革についての流れ

① 平成９年１１月２８日 財政構造改革の推進に関する特別措置法が成立

・財政赤字対ＧＤＰ比３％以下及び特例公債脱却は2003年度を目標とする旨明記
・ 集中改革期間 （1998-2000年度）における主要な経費の量的縮減目標を明記「 」

１０年度 １１年度・１２年度
社会保障関係費 3000億円を加算した額を おおむね102/100を乗じた

。下回るようにする。 額を上回らないようにする

公共投資関係費 93/100を乗じた額を上回ら 前年度の額を下回るように

ないようにする。 する。
文教予算

前年度の額を上回らないようにする。国立学校特別会計へ繰入

私学助成（経常費）
防衛関係費 前年度の額を上回らないようにする。

政府開発援助費 9/10を乗じた額を上回らな 前年度の額を下回るように

いようにする。 する。

主要食糧関係費 前年度の額を上回らないようにする。
科学技術振興費 おおむね105/100を乗じた額 増加額をできる限り抑制す

を上回らないようにする。 る。

エネルギー対策費 前年度の額を上回らないようにする。
中小企業対策費 前年度の額を上回らないようにする。

人件費 総額を極力抑制する。

その他 前年度の総額を極力上回らないよう、抑制する。

一般歳出 前年度の額を下回るように 〔平成15年度まで〕
する。 抑制する。

〔 〕 、地方財政計画一般歳出 政府は、前年度の額を下回 平成15年度まで 政府は

るよう必要な措置を講ずる 抑制されたものとなるよう。
必要な措置を講ずる。

② 平成１０年５月２９日 財政構造改革の推進に関する特別措置法改正法が成立

・特例公債発行枠の弾力化を可能とする措置

・財政健全化の目標年次を2005年度まで延長

・11年度当初予算の社会保障関係費の量的縮減目標を「おおむね２％」から「極力抑制」
とする

③ 平成１０年１２月１１日 財政構造改革の推進に関する特別措置法停止法が成立

・財政構造改革法全体の施行を当分の間停止

・停止解除の時期は、我が国経済が回復軌道に入った後に、経済・財政状況等を総合的に

勘案して判断

（以上 大蔵省及び自治省のＨＰから要約）
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資料２－２

道 と 市 町 村 の 財 政 構 造 （平成９年度決算）

〔北 海 道〕

（歳 入） 3兆1178億

地 方 税 地方交付税 国庫支出金 地 方 債 その他貸付金収入

5652億 7216億 6741億 4885億 4029億 2655億

(18.1%) (23.1%) (21.6%) (15.7%) (12.9%) (8.6%)

主なもの ・義務教育費負担金 1734億 (5.6%)( ）

・生活保護、児童保護負担金 251 (0.8%)億

・普通建設事業費支出金 3593億 (11.5%)

（歳 出） 3兆1057億

その他人 件 費 普通建設事業費 公債費 貸付金 補助費・扶助

8257億 1兆735億 2905億 4040億 3568億 1552億費等

(26.6%) (34.6%) (9.4%) (13.0%) (11.5%) (4.9%)

(内訳) ・補助事業費 6429億 ・単独事業費 2863億 ・国直轄事業負担金 1398億

(20.7%) (9.2%) (4.5%)

（比較：都道府県平均）

（歳 入） 1兆1253億

地 方 税 地方交付税 国庫支出金 地 方 債 その他貸付金収入

3590億 1867億 2019億 1637億 881億 1259億

(31.9%) (16.6%) (17.9%) (14.5%) (7.8%) (11.3%)

（主なもの ・義務教育費負担金 641億 (5.7%)）

・生活保護、児童保護負担金 77 (0.7%)億

・普通建設事業費支出金 907億 (8.1%)

（歳 出） 1兆1075億

その他人 件 費 普通建設事業費 公債費 貸付金 補助費・扶助費

3387億 3347億 1019億 881億 1695億 746億等

(30.6%) (30.2%) (9.2%) ( 8.0%) (15.3%) (6.7%)

(内訳) ・補助事業費 1610億 ・単独事業費 1470億 ・国直轄事業負担金 236億

(14.5%) (13.3%) (2.1%)
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〔道内市町村計〕

（歳 入） 3兆4370億

地 方 税 地方交付税 国庫支出金 地 方 債 そ の 他貸付金収入

7394億 9201億 3508億 4584億 2284億 7399億

(21.5%) (26.8%) (10.2%) (13.3%) (6.7%) (16.7%)

道支出金 1646億 (4.8%)

（主なもの） (うち国費をともなうもの1060億）

・生活保護、児童保護、老人保護負担金 1372 ・普通建設事業費支出金 1413億億

(4.0%) (4.1%)

（歳 出） 3兆4059億

補助費・扶助費等 その他人 件 費 普通建設事業費 公債費 貸付金 物件費・維持

6351億 6149億 9286億 3643億 2305億 3823億 2502億費等

(18.6%) (18.0%) (27.3%) (10.7%) (6.8%) (11.2%) (7.4%)

(内訳) ・補助事業費 3531億 (10.4%) ・単独事業費 4859億 (14.3%)

・国直轄事業負担金 224億 (0.7%)・道事業費負担金 435億 (1.3%)

(比較：１都道府県当たり市町村平均）

390億(3.4%)貸付金収入

（歳 入） 1兆1557億

地 方 税 地方交付税 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

4103億 1777億 1015億 1379億 2351億

(35.5%) (15.4%) (8.8%) (11.9%) (20.3%)

支出金 542億 (4.7%)県

（主なもの） (うち国費をともなうもの 294億）

・生活保護、児童保護、老人保護負担金 394 ・普通建設事業費支出金 337億億

(3.4%) (2.9%)

貸付金 389億(3.5%)

（歳 出） 1兆1264億

補助費・扶助費等 その他人 件 費 普通建設事業費 公債費 物件費・維持

2400億 2009億 2913億 1190億 1364億 999億費等

(21.3%) (17.9%) (25.9%) (10.6%) (12.2%) (8.6%)

(内訳) ・補助事業費 860億 (7.6%) ・単独事業費 1892億 (16.8%)

・国直轄事業負担金 27億 (0.2%) ・県営事業費負担金 97億 (0.9%)
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資 料２－３
国 税 と 地 方 税 の 比 較

１ 国税、地方税の主な収入内訳

〔国税の主な収入内訳（平成９年度決算 〕 （単位 百万円））

区 分 札幌国税局分 全 国 計 全 国

構成比 構成比 シェア

所 得 税 591,730 39.5% 20,528,894 37.0% 2.9%
法 人 税 266,741 17.8% 14,097,451 25.4% 1.9%

消費税及び地方

消費税 329,154 21.9% 11,381,228 20.5% 2.9%
相 続 税 30,871 2.1% 2,471,851 4.5% 1.2%

酒 税 84,221 5.6% 1,896,145 3.4% 4.4%

た ば こ 税 38,023 2.5% 788,291 1.4% 4.8%
揮発油税及び

地方道路税 119,123 8.0% 2,855,110 5.1% 4.2%

そ の 他 37,857 2.6% 1,456,823 2.7% 2.6%

合 計 1,497,720 100.0% 55,475,793 100.0% 2.7%

〔地方税（都道府県税）の主な収入内訳（平成９年度決算 〕 （単位 百万円））

区 分 北海道収入額 全 国 計 全 国
構成比 構成比 シェア

道府県民税 142,233 25.2% 4,209,060 28.2% 3.4%

個人均等割 2,081 0.4% 46,904 0.3% 4.4%

所得割 98,653 17.5% 2,760,580 18.5% 3.6%
普 法人均等割 4,905 0.9% 126,519 0.8% 3.9%

23,585 4.2% 827,328 5.5% 2.9%法人税割

利子割 13,009 2.3% 447,729 3.0% 2.9%
通 事業税 139,730 24.7% 5,100,342 34.1% 2.7%

個 人 6,252 1.1% 270,865 1.8% 2.3%

法 人 133,478 23.6% 4,829,477 32.3% 2.8%

税 地方消費税 31,834 5.6% 806,973 5.4% 3.9%
自動車税 80,172 14.2% 1,704,572 11.4% 4.7%

不動産取得税 29,740 5.3% 731,058 4.9% 4.1%

その他 23,096 4.1% 481,209 3.2% 4.8%
法定外普通税

343 0.1% 20,467 0.1% 1.7%（核燃料税）

（ 、目 的 税 軽油引取税

118,101 20.9% 1,894,159 12.7% 6.2%自動車取得税等)

合 計 565,249 100.0% 14,947,840 100.0% 3.8%

（計数は国税～国税庁統計年報書 地方税～地方財政統計年報による）
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２ 主要な地方税の仕組み
(1) 個人住民税

区 分 個 人 住 民 税 （参 考）所 得 税

課 税 主 体 賦課期日(１月１日)現在の住所地の市区 国
町村及び都道府県

納税義務者 市町村・都道府県内に住所及び居所を 日本国内に住所又は居所を有

有する個人等 する個人等
課 税 標 準 (所得割) 前年中の所得金額 所得金額（現年）

課税最低限 303.1万円（平成９年度） 353.9万円

税 率 (所得割)

課税所得金額 標 準 税 率 課税所得金額 税 率
(都道府県) (市町村) (計)

200万円以下 2% 3% 5% 330万円以下 10％

700万円以下 2% 8% 10% 900万円以下 20％
700万円超え 3% 12% 15% 1800万円以下 30％

(均等割) 3000万円以下 40％

都道府県 1000円 3000万円超え 50％

人口50万以上の市 3000円
人口５万以上50万未満の市 2500円

上記以外の市及び町村 2000円

(2) 法人事業税

納税義務者 課税標準 対象事業 法人区分 税 率

所得のうち
年350万円以下の金額 6%

普通法人 年350万円を超え年700万円以下

所得及び 法人の行う の金額 9%
都道府県に 精算所得 事業で下記 年700万円を超える金額及び

事務所又は 以外のもの 精算所得 12%

事業所を 所得のうち

設けて事業 特別法人 年350万円以下の金額 6%
を行う法人 年350万円を超える金額及び

精算所得 8%

電気供給業、ガス供給業、
収入金額 生命保険事業、損害保険 収 入 金 額 1.5%

事業

＊所得及び精算所得は原則として法人税の例によって算定する。
＊特別法人～協同組合等、証券取引所、商品取引所及び医療法人

＊分割基準～２以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人は、事務所等の

従業者の数により分割して各都道府県に納付
（資本金１億円以上の法人にあっては、本社管理部門の従業員数を1/2、工場の従業員

数を５割増しとして算定）
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(3) 地方消費税

区分 納税義務者 課 税 者 課 税 標 準 税 率

譲渡割 課税資産の 当該事務所等の所在地の 課税資産の譲渡等に
(国内 譲渡等を 都道府県 係る消費税額から

取引) 行う事業者 (事務所等が２以上ある場合は 仕入れ等に係る消費

主たる事務所等の所在地の 税額等を控除した後 25/100
都道府県） の消費税額

貨物割 課税貨物を

(輸入 保税地域 当該保税地域所在の都道府県 課税貨物に係る消費

取引 から引き取 税額）
る者

＊消費税の賦課徴収は当分の間、国(税務署)において消費税の例により合わせて行う。

＊都道府県間の精算～各都道府県の商業統計の小売年間販売額及びその他の消費に関連する

統計数値を基準として都道府県間において精算を行う。

＊市町村に対する交付～都道府県は上記の精算を行った後の金額の２分の１に相当する額を

市町村に対し、人口及び従業者数に按分して交付する。

【試 算】

主たる事業所の所在地で納付される法人税及び消費税について、都道府県への分割基準
ないし精算基準がある法人事業税及び地方消費税の地域別シェアに置き換えてみた場合の

影響額

（単位 百万円）

区 分 Ｈ９札幌国税局収納額 置き換え試算額 差 引

全国ｼｪｱ Ａ 全国ｼｪｱ Ｂ Ｂ－Ａ

法 人 税 1.9 % 266,741 2.8% 394,729 127,988法人事業税

消費税及び

地方消費税 2.9 % 329,154 3.9% 443,868 114,714地方消費税

計 595,895 838,597 242,702

国税収納増加額 2427億

札幌国税局全体では
1,497,721百万円 → 1,740,423百万円

(116.2% となる)
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（参 考） 地域別国税収入額と地方交付税・国庫支出金収入額の比較

（単位 百万円）

区 分 国税収入額 Ａ 地方交付税収入額 Ｂ 国庫支出金収入額 Ｃ 差 引
（ ）構成比 構成比 構成比 Ａ－ Ｂ＋Ｃ

北 海 道 1,497,721 2.7 1,641,633 9.6 1,024,884 7.2 △ 1,168,796

東 北 ６ 県 2,424,311 4.4 2,514,591 14.7 1,472,178 10.3 △ 1,562,458
関 東 ７ 県 25,795,643 46.5 1,765,393 10.3 2,793,947 19.6 21,236,303

(東京都) (17,581,700) (31.7) ( 47,707) (0.3) ( 844,822) (5.9) ( 16,689,171)

北 陸 ４ 県 1,718,780 3.1 1,221,574 7.1 867,022 6.1 △ 369,816

中 部 ６ 県 7,052,370 12.7 1,714,974 10.0 1,628,372 11.4 3,709,024
(愛知県) ( 3,753,139) (6.8) ( 126,705) (0.7) ( 490,136) (3.4) ( 3,136,298)

近畿６府県 9,876,760 17.8 1,902,134 11.1 2,283,457 16.0 5,691,169

(大阪府) ( 5,967,110) (10.8) ( 192,186) (1.1) ( 778,218) (5.5) ( 4,996,706)
中 国 ５ 県 2,518,043 4.5 1,683,499 9.8 1,107,673 7.8 △ 273,129

四 国 ４ 県 1,172,571 2.1 1,162,786 6.8 638,314 4.5 △ 628,529

九 州 ８ 県 3,419,594 6.2 3,520,974 20.6 2,440,539 17.1 △ 2,541,919

合 計 55,475,793 100.0 17,127,558 100.0 14,256,386 100.0 24,091,849

試 算 に お け る 地 域 別 影 響 額

（単位 百万円）
区 分 ①法人税置換 ②消費税置換 置換試算後国税額 Ｆ 差 引

（ ）試算影響額 Ｄ 試算影響額 Ｅ (Ａ+Ｄ+Ｅ) 構成比 Ｆ－ Ｂ＋Ｃ

北 海 道 127,988 114,714 1,740,423 3.1 △ 926,094

東 北 ６ 県 343,975 189,865 2,958,151 5.3 △ 1,028,618
関 東 ７ 県 △1,717,990 △ 805,350 23,272,303 42.0 18,712,963

(東京都) (△2,982,468) (△1,828,822) (12,770,410) (23.0) ( 11,877,881)

北 陸 ４ 県 218,060 66,656 2,003,496 3.6 △ 85,100
中 部 ６ 県 676,839 204,229 7,933,438 14.3 4,590,092

(愛知県) ( 216,989) (△ 9,169) ( 3,960,959) (7.1) ( 3,344,118)

近畿６府県 △ 214,061 △ 361,326 9,301,373 16.8 5,115,782

(大阪府) (△ 480,072) (△ 541,118) ( 4,945,920) (8.9) ( 3,975,516)
中 国 ５ 県 207,066 149,529 2,874,638 5.2 83,466

四 国 ４ 県 78,422 85,022 1,336,015 2.4 △ 465,085

九 州 ８ 県 279,701 356,661 4,055,956 7.3 △ 1,905,557
合 計 0 0 55,475,793 100.0 24,091,849

①地域別の法人税収入額を、法人事業税収入額の全国構成比で算出した数字に置き換えてみた

場合の影響額
②地域別の消費税収入額を、地方消費税（精算後）収入額の全国構成比で算出した数字に置き

換えたみた場合の影響額


